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平
成
18
年
度
当
初
予
算

は
、
市
長
選
挙
等
の
関
係

で
政
策
的
な
経
費
や
投
資

的
な
経
費
を
計
上
す
る
こ

と
が
日
程
的
に
困
難
だ
っ

た
た
め
、
施
設
管
理
費
や

人
件
費
な
ど
を
計
上
す
る

「
骨
格
予
算
」
と
し
て
い

ま
す
。

政
策
的
な
経
費
や
、
道

路
な
ど
の
整
備
に
係
る
投

資
的
経
費
に
つ
い
て
は
、

次
回
以
降
の
議
会
に
、
上

程
し
て
い
く
予
定
で
す
。

９つの特別会計で２２０億円
（H17当初比５.０％減）

２つの企業会計で１４２億円
（H17当初比３.２％減）

骨
格
予
算
の
主
な
内
容

１
　
義
務
的
経
費

（
人
件
費
、
扶
助
費
、
公
債
費
）

２
　
施
設
管
理
な
ど
の
経
常
的
経
費

（
市
民
会
館
や
公
民
館
、
保
・
幼
・

小
・
中
学
校
な
ど
）

３
　
法
律
の
改
正
等
に
よ
り
年
度
当
初
か

ら
対
応
が
必
要
な
経
費

（
介
護
保
険
法
・
障
害

者
自
立
支
援
法
）

４
　
既
に
議
決
さ
れ
て
い
る

継
続
費
や
債
務
負
担
に
関

す
る
経
費

（
長
浜
駅
舎
改
築
、

長
浜
南
小
改
築
、
防

災
行
政
無
線
の
整
備
）

５
　
幼
稚
園
児
殺
害
事
件
へ
の
緊
急
対
応

経
費

①
相
談
体
制
の
強
化
（
幼
稚
園
・
保
育
園
）

子
育
て
相
談
員
等
を
６
名
設
置

【
１，

６
５
０
万
円
】

②
安
心
通
園
の
確
保
（
神
照
幼
稚
園
）

通
園
バ
ス
を
２
台
運
行【

８
０
０
万
円
】

③
家
庭
で
の
子
育
て
支
援
の
強
化

家
庭
児
童
相
談
員
を
１
名
増

子
育
て
支
援
セ
ン
タ
ー
を
１
施
設
増

放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
を
１
か
所
増

【
９
６
４
万
円
】

④
地
域
に
お
け
る
国
際
化
へ
の
対
応

外
国
人
の
相
談
窓
口
を
新
設

通
訳
の
確
保
（
多
言
語
対
応
）

通
訳
・
指
導
員
を
１
名
増

【
６
４
８
万
円
】

用語の解説（歳入編）

○市　税 市民のみなさんに市

民税や固定資産税などとして

納めていただくお金

○繰入金 積み立てているお金

（基金）を取り崩したお金

○地方交付税 国が集めたお金

を全国の市町村の財政力に応

じて交付されるお金

○国庫・県支出金 特定の目的

のために国や県から交付され

るお金

○市　債 国や金融機関などか

ら借り入れるお金。これには、

一度に大きな負担をさけ、世

代間で負担を調整する意味が

あります。

○自主財源 市税のように自らの

考えにより、収入となるもの

○依存財源 国や県の考えにより

定められた額を交付されたり、

割り当てられたりするお金

用語の解説（歳出編）

○議会費 議会運営のために使

うお金

○総務費 戸籍、税務、選挙等

や管理事務に使うお金

○民生費 子どもからお年寄り

までの福祉に使うお金

○衛生費 ごみ・し尿、保健衛

生などに使うお金

○労働費 働く人たちの福祉に

かかるお金

○農林水産業費 農業や林業、

水産業の振興に使うお金

○商工費 商工業の活性化や観

光振興に使うお金

○土木費 道路・河川や公園な

どの整備に使うお金

○消防費 消防事務や消防団の

運営に使うお金

○教育費 学校教育や文化スポ

ーツの振興に使うお金

○公債費 市の借金を償還する

ために使うお金

総務費  
20.0%

民生費  
25.0%

衛生費  
11.4%

労働費 0.2%
農林水産業費 
2.7%

商工費 1.4%

土木費 
10.9%

消防費 
1.7%

教育費 
14.1%

公債費 
11.4%

議会費 0.9%

歳  出 

市税  
32.4%

分担金及び 
負担金  
1.0%

使用料及び 
手数料  
1.4%

繰入金 2.6%

繰越金 0.6%
地方譲与税 2.9%地方消費税交付金 2.3％ 

自動車取得税交付金  
0.7%

地方特例交付金  
1.0% 諸収入 

14.9%

地方交付税  
19.8%

国庫支出金  
8.0%

県支出金  
5.2%

市債  
6.8%

自主財源 
53.1％ 

依存財源 
46.9％ 

歳  入 

一般会計３１６億円　　　　　　　　　　H17当初比６.５％減

公共下水道
事業特別会計

３１億
１,０００万円

（４１.８％減）

介護認定審査会
共同設置特別会計

３,６００万円

（５６.５％増）

介護保険
特別会計

４７億
４,０００万円

（１５.１％増）

老人保健
特別会計

７０億
８,０００万円

（９.０％増）

診療所
特別会計

１億
５,９００万円

（１６.６％減）

国民健康保険
特別会計

６３億
９００万円

（２.９％増）

東上坂工業団地整備
事業特別会計

３００万円

（９.１％減）

浅井簡易水道
事業特別会計

１億
４,１００万円

（６４.７％減）

病院事業会計

収益的収支

１３４億５,０００万円
（０.１％増）

資本的収支

６億３４０万円
（４２.７％減）

びわ水道事業会計

収益的収支

１億４,５７０万円
(３.３％増)

資本的収支

４,４００万円
（４９.６％減）

農業集落排水
事業特別会計

４億
６,４００万円

（６.３％減）


	名称未設定

